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概　要

症候群サーベイランス
―感染症流行の早期探知に向けて―

　近年、人為的あるいは自然に発生した感染症の流行を早期に探知し流行の拡大を最小
限に抑える新たな技術として、症候群サーベイランスが注目されている。2001 年の米国
での炭疽菌事件や 2002 年末～ 2003 年の SARS の発生を契機に開発され、我が国を含め
て世界的に浸透しつつある。症候群サーベイランスの根幹は、患者の様々な症状に関す
る情報である。収集した情報について統計的手法による疫学解析を行い、何らかの感染
症が発生し流行しているかどうかを早期に判断、その結果を医療関係者や行政機関など
に通知し、早期の流行拡大阻止に向けた公衆衛生的対応をとるという一連の行為を指す。
インフルエンザや麻しんなどの病名のように、医師が下す確定診断に基づくサーベイラ
ンスに比べて、症候群サーベイランスは迅速性と柔軟性に優れている。
　今後、我が国であるいは国際的に症候群サーベイランスを進展させるためには、特定
の方法・ツールに固執することなく、その目的、対象、実施規模・場所や社会環境の変
化に応じて患者の症状に関する情報源を選択し、常に新たな情報源も探索して適宜取り
入れていく必要がある。また柔軟性をもって情報源を選択する場合、それらの有用性・
有効性を早期に評価することが重要である。さらに、症候群サーベイランスで得られる
データを適切に解釈・理解し、以降の公衆衛生的対応に迅速につなぐことができる感染
症専門家の養成が必須である。

OTC

症候群サーベイランスの対象となる患者の症状に関する情報源

参考文献4）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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1   はじめに

科学技術動向研究

症候群サーベイランス
─感染症流行の早期探知に向けて─

重茂　浩美
ライフサイエンスユニット

感染症の流行は、人類社会が直
面する重大な危機のひとつである。
2002 年末～ 2003 年に世界を震撼
させた新興感染症の SARS（重症
急性呼吸器症候群）や、2009 年か
らの新型インフルエンザパンデ
ミック（汎発性流行）などにより、
越境的な健康危機管理の重要性が
高まっている。またアジアをはじ
めとして、高病原性鳥インフルエ
ンザのヒトへの感染が依然として
報告されており、新たな感染症流
行への不安も続いている。

感染症の対策は、その発生や流
行を早期に探知し、流行の拡大を
最小限に抑えることが要となる。
その要求に応える新たな技術とし
て、近年、「症候群サーベイランス」
が注目されている。本来、「サーベ

イランス」（surveillance）は「監視」
を意味し、一般的に感染症や経済
の動向を調査する際に使われる言
葉である。感染症の場合、空間的
発生状況および時間的変化を継続
的に監視することによって感染症
対策の企画・実施・評価に必要な
データを系統的に収集・分析・解
析し、その結果を医療機関や行政
機関の公衆衛生管理担当者に迅速
かつ定期的に還元する一連の行為
を指す。

症候群サーベイランスでは、発
熱、下痢、嘔吐といった患者の症
状に着目する。従来の、医師の確
定診断に基づくサーベイランスと
比べて時間を要しないため、感染
症の流行を早期に発見し、その拡
大防止策を迅速に講じることが可

能だとされている。世界保健機構
（以下、WHO と記す）主催の国際
会議等において、「サーベイランス
の充実と強化」が新型インフルエン
ザを含む新興・再興感染症対策の
筆頭に挙げられる状況下で、症候
群サーベイランスへの期待は大き
い。

症候群サーベイランスでは、患
者の症状に関する情報を統計的手
法により疫学的に解析する技術や、
その情報を効率的に収集・処理・
伝達する技術が重要な位置を占め
る。それら技術の各論については
他の報告に譲り、本稿ではヒトの
感染症対策における症候群サーベ
イランスの位置づけを中心に、国
内外の研究開発動向と実用化の例
を紹介し、今後の課題を抽出する。

2─1
定義と目的

症候群サーベイランスは、2001
年の米国同時多発テロ後の炭疽菌
事件、また 2002 年末～ 2003 年の
SARS 発生を契機に、バイオテロ

リズム対策や新興・再興感染症の
流行、特に未知あるいは稀な感染
症の早期探知を目的として、研究
開発と実用化が進められてきた。
その作業行為については、米国疾
病管理予防センター（以下、米国
CDC と記す）が包括的かつ今日最
も受け入れられている定義を次の
ように提唱している 1）。

「症候群サーベイランスは、確定
診断に基づく古典的な方法よりも
早期に疾病の発生を見つけるため
に、衛生担当部署のスタッフが自
動的にデータを取得し、統計的手
法により異常を示す警報（アラー
ト）を出すことによって、リアルタ
イムあるいはリアルタイムに近い
時間で疾病の指標を監視すること」

2   症候群サーベイランスとは
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言い換えれば、症候群サーベイ
ランスとは「疾病の指標としての症
状に着目し、その情報を自動収集
し統計的手法により疫学的に解析
することで、リアルタイムあるい
はリアルタイムに近いかたちで、
疾病の発生を捕らえる行為」のこと
である。

我が国では、厚生労働省による
新型インフルエンザ対策のガイド
ラインの中に、症候群サーベイラ
ンスに関する記述がある。それに
よると、症候群サーベイランスと
は「医師の確定診断を待たず、特定
の症状をもつ患者数を把握するこ
とにより、当該症状患者の急増を
発見し、感染症の流行を早期に探
知するサーベイランス」とされてい
る 2）。また国立感染症研究所感染
症情報センターでは、「新興・再興
感染症の流行、特に未知あるいは
稀な感染症に対する「早期探知」を
迅速に行うことを目的としている

「症状」のサーベイランス」と説明し
ており 3）、この表現では症候群サー
ベイランスの目的を示している。

上記を総合して考えると、症候
群サーベイランスとは「患者の症状
に関する情報を収集し、それら情
報について統計的手法による疫学
的な解析を行い、何らかの疾病が
発生し流行しているかどうかを早
期に判断、その結果を医療関係者
や行政機関などに通知し早期に公
衆衛生的対応をとる」ことであり、

「人為的に（バイオテロリズムに
よって）、また自然に発生した感染
症の流行拡大を防ぐために効果的
な」行為と言える。

2─2
種類

症候群サーベイランスでは患者
の症状に関する情報を根幹とする。
症状は発熱・咳・発疹・下痢・嘔吐・
痙攣など多様である。医療機関の
一般あるいは救急外来の受診、薬
の販売、学校や職場の欠席・欠勤、
救急車搬送などを情報源として、
患者の症状が広く収集される。

たとえばある勤労者が、ある朝
起きて体調が優れなかったため熱
を測ったところ、37 度を少し超え
る程度あったが、出勤途中や昼休
みに、薬局で解熱剤や総合感冒薬
などの一般用医薬品（以下、OTC
医薬品という）※ 1）を買って飲み、
その日は勤務をしながら様子をみ
る。帰宅後は、インターネットで
インフルエンザの流行状況を調べ
る。翌日さらに熱が上がると、職
場を休み、医師の診察を受ける。
症状が一気に悪化し、激しい嘔吐
と下痢などで自力では医療機関に
行くことが出来なくなると、救急
車で搬送され、入院する。症候群
サーベイランスでは、このような
患者の症状進行と共に顕在化する
各行動に着目し、それを情報源と
して多くの患者の症状に関する情
報を収集する。

図表 1 は、症候群サーベイラン
スにおける患者の症状に関する情
報源の例を示す 4）。当然のことな
がら、ここでの患者あるいは医療
従事者の行動は、感染症に特有の
ものではなく、それ以外の疾病で
も見受けられる。具体的には、食
中毒、毒性ガスや放射線への曝露
などによって、多数の人間が上記
同様の症状を短期間に呈する場合
が考えられる。したがって、感染
症による症状かどうかを見極め、
最終的に流行の有無の判断を下す
ためには、症候群サーベイランス
と医師が下す確定診断に基づく
サーベイランス（2―3 参照）とを照

らし合わせることが必要である。
症候群サーベイランスでは、医

療機関での情報源を基にする場合
とそれ以外の情報源を基にする場
合とに分けられる。前者の情報源
としては一般あるいは救急外来の
受診が該当し、その情報源を用い
るサーベイランスでは外来患者の
受診時に得られた問診結果と医師
の所見から、自覚症状や他覚症状

（発疹、黄疸や出血など、医師が見
ることのできる症状）の情報を収
集、特定の症状毎に患者数を集計
し疫学的に解析する（外来受診時
サーベイランスという）。外来受診
時サーベイランスにおいて患者の
症状の情報を効率的に収集するた
めに、近年は電子カルテの利用が
進んでいる（2―5 参照）。さらに医
療機関を通じた情報源として、調
剤薬局で処理した処方箋（院外処方
箋）、救急車搬送、入院、などの情
報が挙げられる。一方、後者の情
報源は、OTC 医薬品の販売、学校
欠席や職場欠勤などの情報が挙げ
られる。また新たな情報源として
注目される、インフルエンザに関
するインターネット検索も後者に
属する。上記の情報源を基にした
症候群サーベイランスについて、
主なものを図表 2 にまとめる。

これまでに様々な症候群サーベ
イランスが試みられているが、そ
れらは個々に実証試験を行われた
後、実用段階では複数が併行して
実施されることが多い。第 3 章で
述べるバイオテロリズム対策や新
型インフルエンザ対策では数種の
症候群サーベイランスが併行して
実施され、それらの結果から感染
症流行の有無が総合的に判断され
ている。

一方、各国の医療事情によって、
各症候群サーベイランスの利用頻
度が異なることが報告されている。

※1　OTC医薬品：OTC とはOver the counter（カウンター越し）の略で、薬局や薬などで処方箋無しで買える薬
をいう。薬局・薬店などでカウンター越しに、薬剤師から患者へ薬を手渡す様子を表現した言葉である。

■用語説明■
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米国の公衆衛生行政当局を対象に
したアンケート調査によると、図
表 2 に示した症候群サーベイラン
スの中では、外来受診時、それも
救急外来のサーベイランスが多く
実施されている 5）。同アンケート
調査によると、症候群サーベイラ
ンスを実施する 43 公衆衛生行政当
局の 84％が救急外来受診時サーベ

イランスを導入したことが明らか
になっている。次いで多かったの
は一般外来受診時サーベイランス

（49％）、OTC 医薬品サーベイラン
ス（44％）、学校欠席者サーベイラ
ンス（35％）の順である（2007 年時
点）。またそれら症候群サーベイラ
ンスの維持に要した費用は、18 当
局 か ら の 回 答 で は 5,500 ド ル ～

1,000,000 ドル（中央値 95,000 ドル）
であり、機関によって大きな差が
ある。なお、このアンケート調査は、
2007 年に国際疾患サーベイランス
学 会（International Society for Dis-
ease Surveillance, ISDS）が 実 施 し
たものである。2007 年 8 月～ 2008
年 2 月に米国 CDC の資金で緊急時
対策を共同契約した全米 59 の公衆

OTCOTC

図表 1　症候群サーベイランスの対象となる患者の症状に関する情報源

参考文献4）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 2　主な症候群サーベイランス

科学技術動向研究センターにて作成
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衛生行政当局を対象に実施し、52
の行政当局が回答した（回答率
88％）。回答した 52 の当局のうち、
43 が症候群サーベイランスの実施
経験があると報告されている 5）。

 

2─3
確定診断に基づく 

サーベイランスとの比較

症候群サーベイランスの特徴は、
従来の確定診断に基づくサーベイ
ランスと比較するとよくわかる。
確定診断に基づくサーベイランス
は、「インフルエンザ」や「麻しん」
などといった医師が下す病名を基
にする。WHO がイニシアティブ
をとる国際的な感染症発生状況調
査や各国の公衆衛生行政などにお
いて、長年実施されてきた。我が
国を例に挙げると、「感染症の予防
および感染症の患者に対する医療
に関する法律」（最終改正：2008
年 6 月 18 日法律第 73 号、以下、
感染症法と記す）で規定される感染
症の患者サーベイランスが該当す
る（「発生動向調査」と呼ばれてい
る）。確定診断に基づくため信頼性
には優れるが、迅速性・柔軟性で
は劣る。

一方、症候群サーベイランスは
早期に感染症流行を探知する目的

で開発されたものであり、迅速性
に優れている。また患者の症状に
関する情報を対象としているため、
疾患名が確定しない場合でも調査
が可能である。未知の感染症でも
何らかの症状があれば探知可能で
あり、柔軟性が高いことを意味す
る。しかし、症候群サーベイラン
スは何らかの感染症が流行してい
る可能性を示唆できても、どの疾
病が流行しているかは断定出来な
い。加えて、対象となる熱、咳や
胃腸症状は感染症特有のものでは
ないため、感染症以外の疾患の集
団発生を捕らえるリスクもある（2―
2 参照）。したがって、信頼性の点
では確定診断に基づくサーベイラ
ンスより劣る。

迅速性・柔軟性・信頼性という
3 つの観点から、上記 2 つのサー
ベイランスは相互補完的な関係で
ある。感染症対策上、症候群サー
ベイランスは単独で成り立つので
はなく、確定診断に基づくサーベ
イランスと両輪で実施することが
不可欠である。

2─4
有用性・有効性

症候群サーベイランスの有用性・
有効性に目を向けると、国や地域

の公衆衛生管理体制によって実際
は大きく左右されることが考えら
れる。しかしながら、症候群サー
ベイランスの利用価値を測るため
の体系的な解析方法やその結果に
ついては、ほとんど報告されてい
ない。ここでは症候群サーベイラ
ンスの実践的能力を示した一例と
して、2―2 で挙げた米国の公衆衛
生行政当局を対象にしたアンケー
ト調査の結果の一部を紹介する

（図表 3）5）。
図表 3 をみると、広い地域、お

よびインフルエンザのモニタリン
グについて、症候群サーベイラン
スは「非常に有用」と「やや有用」を
加えて、それぞれ回答の 80％と
92％で有用性ありと回答されてい
る。すなわち、米国の公衆衛生行
政の担当部局は、広い地域やイン
フルエンザのモニタリングにおけ
る症候群サーベイランスの有用性
を高く評価している。一方、小さ
い規模の発生の検知については症
候群サーベイランスの評価が低い。
これらの評価結果は、症候群サー
ベイランスを 4 年以上実施してい
るところとそれ以下のところとで
同様である。したがって症候群サー
ベイランスに必要なスキルの問題
ではなく、そのサーベイランス本
来の適性を反映していると考えら
れる。

症候群サーベイランスは、図表

参考文献5）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 3　症候群サーベイランスの有用性に関する米国の公衆衛生行政当局を対象にしたアンケート調査結果
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2 で示した種類によっても有用性・
有効性に差が出てくる。これまで
に様々な評価がなされてきたが、
ここでは Yan らの報告を基に図表
4 にまとめた 6）。図表中の長所・
短所については実行可能性の観点
で記したものであり、外来受診時
サーベイランスについては、以下
2―5 の作業概要と照らし合わせて
考えていただきたい。

2─5
システム構成と作業概要

症候群サーベイランスの作業プ
ロセスは、1）症状の情報源を選択
し、情報を収集する、2）収集した
情報を解析し、その結果に基づい
て感染症流行の可能性を判定する、
3）医療関係者や感染症対策を担当
する行政機関などに 2）の判定結果
を通知する、の 3 つのステップで
構成される。これらのステップは、
症候群サーベイランスの全てに共
通するものである。

その一方、感染症は病原体の微
生物学的特性や発生地域の環境に
よって様々な流行形態をとるため
に、また症候群サーベイランスで
は様々な情報源を利用するために、
情報の収集や解析のアルゴリズム
は多様である。症候群サーベイラ
ンスに関する基礎研究は、それら

アルゴリズムの設定が主たる目的
であり、これまでに国内外から様々
な研究成果の発表がなされている。

以下では国立感染症研究所が試
験運用中の外来受診時サーベイラ
ンスを例にして、作業内容を概説
する（図表 5）7）。

図表 5 の例では、発熱、咳・呼
吸困難といった呼吸器症状、下痢、

嘔吐、発疹の症状を情報収集して
いる。ステップ 1 では、指定医療
機関の電子カルテに入力された診
療情報から、これら症状の情報を
抽出・収集する。カルテの症状所
見欄がテキスト形式で入力されて
いる場合、フルテキスト検索機能
で症状を表す言葉を洩れなく抽出
する。症状の言葉を含む場合、患

参考文献6）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 4　各症候群サーベイランスの特徴

出典：国立感染症研究所感染症情報センター7）

図表 5　外来症候群サーベイランスのシステム図



症候群サーベイランス

13Science & Technology Trends   April  2010

者 1 件として抽出する。否定語の
除去作業は重要で、例えば発熱の
場合には「熱なし」「熱はなかった」

「熱もなかった」「発熱（－）」という
ような否定語集による処理で、有
症状者のみを集計する。症状の情
報以外の患者情報は年齢と性別の
みで、その他の名前、住所や保険
証番号などの個人を特定できる情
報は収集しない。また情報の収集・
抽出は医療機関内で実施し、以降
のステップでは集計化された患者
数のみを解析対象にする。これら
の作業プロセスは、個人情報の保
護を基本にしている。

　ステップ 2 では収集された情
報の解析を行う。図表 5 では疫学
的な基礎研究で開発した解析プロ
グラムを用いている 8）。このプロ
グラムでは、過去の種々の感染症
発生動向を基にして、季節と曜日

（休日明けか否かも考慮）を加味し
た多変量解析により、過去の流行
パターンをベースラインとして設
定する。そのベースラインから、
実際に症状を呈した患者の数が有
意に上回った場合に異常とみなし、

低度・中程度・高度の 3 種類の警
報（アラート）で示す。プログラム
の内容からわかるように、この解
析は過去の感染症流行パターンか
ら逸脱した流行をより早期に探知
することを目的としている。具体
的な感染症で説明すると、例えば
季節性インフルエンザの毎年の流
行は、過去の流行パターンから逸
脱したものではないので、それを
感染症の異常な流行とはみなされ
ない。

ステップ 3 では、ステップ 1 で
得られた患者数と、ステップ 2 で
出されたアラートの情報のみを自
動抽出し、インターネットサーバ
へ自動送信する。すなわち、サー
バに収集された患者数とアラート
情報、流行探知の情報はホームペー
ジで公開する。国立感染症研究所
が開発したシステムでは、データ
の 送 受 信 に は VPN（Virtual Pri-
vate Network) を用い、SSL（Secure 
Socket Layer）で情報発信してい
る。なお VPN は、通信相手の固
定された専用通信回線（専用線）の
代わりに多数の加入者で帯域共用

する通信網を利用し、LAN 間など
を接続する技術である。特定のユー
ザが通信のセキュリティを確保し
た状態でインターネットを利用す
ることが可能になる。SSLはセキュ
リティを高める暗号化通信の規約

（プロトコル）で、広くウェブサイ
トで利用されている。アクセスす
るパソコンの認証を行い、ID とパ
スワードで管理する。

以降は、上記の流行探知の情報
に基づいて、公衆衛生行政担当者
がより詳しい情報をさらに収集す
るかどうかを判断し、場合によっ
ては医療機関などへ問い合わせを
する。問い合わせの結果いかんに
よっては、地方衛生研究所が患者
検体を採取して微生物学的検査を
進めるなどの具体的な対策に進む。
さらに流行が確認された場合、関
係行政機関は公共交通機関の利用
や運行の自粛、また集会等の開催
自粛の要請といった流行拡大防止
策を講じる。こうした判断や対策
は自動化できないため、感染症専
門家の判断を仰ぐ必要がある。

ここでは、症候群サーベイラン
スの国内外での研究開発と実施例
を紹介し、感染症対策における有
用性・有効性について考察する。

3─1
世界の動向

症候群サーベイランスは、2001
年の米国同時多発テロ後の炭疽菌
事件、また 2002 年末～ 2003 年の
SARS 発生が契機となって研究開
発が進められた。さらに 2007 年 6
月に WHO によって発効された改
訂国際保健規則（以下、IHR2005 と

記す）は、感染症をはじめとして化
学物質や放射性物質による疾病の
集団発生など、国際的公衆衛生上
の問題となる緊急事態に対して早
期の情報提供や対応を求めてお
り 9）、症候群サーベイランスはそ
の要求に応える手段の一つとして
期待が高まっている。

国別では、米国での実用化の動
向が顕著である。Yan らが 1997 年
～ 2006 年に発表された約 200 の文
献を調査したところ、2008 年時点
で全米レベルの症候群サーベイラ
ンスシステムとして、米国 CDC が
所管する BioSense や EARS（Early 
Aberration Reporting System）、ま
たピッツバーグ大学とカーネギー

メロン大学による RODS（Real-time 
Outbreak and Disease Surveillance）
など 12 の症候群サーベイランスシ
ステムが報告されている 6）。Lori
らが 2009 年に実施した全米規模で
のアンケート調査によると（アン
ケートには全米 50 州中 41 州が回
答）、上記のうち最も導入されてい
たシステムは BioSense（20.61％）、
次いでRODS（13.39％）であった 10）。
また地域・州レベルでも、ニュー
ヨーク市やミシガン州のプロジェ
クトなど 18 の症候群サーベイラン
スシステムの稼動が報告されてい
る 6）。

米国での症候群サーベイランス
は全般的に、バイオテロリズム対

3   症候群サーベイランスの研究開発と実用化への試み　―国内外の動向―
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策を主たる目的としている。上記
の 2001 年の炭疽菌事件の後、2002
年に可決された「市民の健康安全保
障及びバイオテロリズムへの準備・
対応法」や、2004 年 4 月に発令さ
れた国土安全保障大統領令「21 世
紀のバイオディフェンス」に基づ
き、国を挙げてバイオテロリズム
対策が講じられてきた。特に後者
の大統領令では、大項目として

「サーベイランスと検知」が掲げら
れており、その体制整備の一環と
して症候群サーベイランスの実用
化が進められた。それに加えられ
る形で、近年では、同国での多発
が懸念されているノロウイルス感
染症への州、地域や都市レベルで
の対策として、また新型インフル
エンザパンデミック対策など活用
の幅が広がっている。国・地域・
州の公衆衛生行政当局は、複数の

症候群サーベイランスを併行し、
感染症流行の有無を総合的に判断
している。

米国以外では英国・カナダ・韓
国・台湾・オーストラリア・フラ
ンス・日本などが、症候群サーベ
イランスの実用化あるいは試験運
用に至っている。各国は米国と同
様に、バイオテロリズム対策・新
型インフルエンザパンデミック対
策やノロウイルス感染症といった
胃腸症状を呈する感染症などへの
対策を主な目的として、種々の症
候群サーベイランスを展開してい
る。バイオテロリズム対策の例と
して、実施報告書や学術論文で公
表されたものとしては、2008 年 7
月の北海道洞爺湖サミットや 2009
年 11 月の米国オバマ大統領訪日
時、我が国と韓国で共同開催され
た 2002 年 5 ～ 6 月の FIFA ワール

ドカップ、2005 年 7 月に開催され
たスコットランドのグレニーグル
ズでの G8 サミットなどで実施さ
れた症候群サーベイランスが挙げ
られる。バイオテロリズム対策以
外の症候群サーベイランスについ
ては、図表 6 にまとめた（米国およ
び 3―2、3―3 の事例を除く）。これ
らは国レベルで、または国際的に
実施されている。

症候群サーベイランスのほとん
どは、公衆衛生管理を担う行政機
関や国立研究所の所管であり、あ
るいはそれら組織と大学等との共
同実施である。症候群サーベイラ
ンスの結果に基づいて、公共交通
機関の利用や運行自粛などの感染
症流行拡大防止措置をできるだけ
早く講じるためには、行政機関の
一定の関与は必要と考えられる。

科学技術動向研究センターにて作成

図表 6　国あるいは国際レベルでの主な症候群サーベイランス（米国および 3─2、3─3 の事例を除く）
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3─2
薬局サーベイランスと 

学校欠席者サーベイランス

以下では、我が国において新型
インフルエンザ流行時に実施され
た症候群サーベイランスの事例を
挙げ、そのサーベイランスによっ
ていかに早期に流行を探知できた
かを分析する。また症候群サーベ
イランスと確定診断に基づくサー
ベイランスの結果との一致性を評
価する。さらに近年開発された症
候群サーベイランスの一例として、
インターネット検索情報に着目し
たサーベイランスを紹介する。バ
イオテロリズム対策としても症候
群サーベイランスが汎用されてい
ることを前述したが、本稿ではそ
のような仮想的な感染症の流行を
想定した事例ではなく、実際に起
こった感染症流行についての事例
を紹介する。

2009 年 4 月、メキシコでの発生
が報告された新型インフルエンザ
は急速に世界へと広がり、2009 年
6 月 12 日には WHO により警戒レ
ベルがフェーズ 6 に引き上げられ
るという世界的大流行になった（以
下、パンデミック（H1N1）2009 と
記す）。スペインかぜ、アジアかぜ
や香港かぜといった過去の例から、
10 年～ 40 年周期でインフルエン
ザのパンデミックが起こると考え
られていたため、パンデミック

（H1N1）2009 以前より、WHO 加
盟各国では対策のための行動計画
が検討されていた。

我が国では、2005 年 12 月に関
係省庁対策会議にて「新型インフル
エンザ対策行動計画」が策定された
後、2008 年 5 月に施行された「感
染症の予防及び感染症の患者に対
する医療に関する法律及び検疫法
の一部を改正する法律」（2008 年
法律第 30 号）にて、「新型インフル
エンザ等感染症」という分類が創設

され、発生と流行に対する監視体
制が強化された。2009 年 2 月に改
定された上記の行動計画では、「国
内未発生期の段階においては新型
インフルエンザが発生したことを
いち早く察知すること、そして、
国内での感染が拡大する段階にお
いては拡大状況や当該感染症の特
徴を把握することが必要であり、
そのためのサーベイランス体制を
確立し、国内外の情報を速やかに
入手することが重要である」と記載
され、症候群サーベイランスの役
割が高く位置づけられている 11）。

パンデミック（H1N1）2009 にお
いて、我が国では国立感染症研究
所によって症候群サーベイランス
の実用化に至った。それ以前から、
同研究所では IHR2005 で求められ
る国際的公衆衛生上の様々な健康
危機への対策として、外来受診時・
救急車搬送・薬局・OTC 医薬品・
学校欠席者のサーベイランスにつ
いての研究開発が進められていた

（2007 年度～ 2009 年度、厚生労働
科学研究費補助金、健康安全・危
機管理対策総合研究事業による「地
域での健康危機管理情報の早期探
知、機関も含めた情報共有システ
ムの実証的研究」、研究代表者　大
日康史）。その一環として、新型イ
ンフルエンザに対する薬局サーベ
イランスと学校欠席者サーベイラ
ンスのシステムが構築され、パン
デミック（H1N1）2009 においてそ
の有効性・有用性の検証が行われ
た（2010 年 3 月時点で 2 つのサー
ベイランスは進行中）。

薬局サーベイランスは、図表 2
で示したように、特定の薬効分類
ごとの処方箋枚数を基にしたサー
ベイランスである。我が国の院外
処方率は過半数を超え、また調剤
薬局の電算化率は高い。院外処方
率は 2008 年の調査で 59.3％（厚生
労働省大臣官房統計情報部社会統
計課　平成 20 年社会医療診療行為
別調査）、また調剤薬局の電算化率
が 2009 年 7 月時点で 98.9％（厚生

労働省保険局調査課　最近の調剤
医療費（電算処理分）の動向）であ
る。処方箋の情報を用いると多く
の患者の情報を捉えることができ、
またその情報はほぼ電子化されて
いるので自動収集が可能である。
薬効分類で抗インフルエンザウイ
ルス剤を対象にすると、処方箋枚
数とインフルエンザと推測される
患者数とが一対一で対応すること
になり、精度の高いサーベイラン
ス結果になると期待できる。　

パンデミック（H1N1）2009 対策
としての薬局サーベイランスは、
2009 年 4 月 20 日から国立感染症
研究所により本格的に実施されて
いる。具体的には、院外処方箋
データを ASP（Application Service 
Provider）型で収集している全国
4,042 薬局を対象に（2010 年 4 月 10
日時点、我が国の全薬局の約 9％
に相当）、抗インフルエンザウイル
ス剤であるタミフル® とリレンザ®

を中心に処方箋枚数のモニタリン
グが行われている。ASP とは、イ
ンターネットを経由してアプリ
ケーションを利用するサービスで、
事業者が一括で管理・維持を行う。
モニタリングされたデータは、翌
日には医療関係者などへ情報収集・
解析の結果として還元される。ほ
ぼリアルタイムに感染症の流行を
検知すると言える。医療関係者な
どへ還元される情報の例を図表 7
に示す 12）。

2009 年 12 月末までの結果では、
38 県において、薬局サーベイラン
スで得られた推定患者数と確定診
断に基づくサーベイランスで得ら
れた実際の患者数との間で高い正
の相関を示したことが報告された

（相関係数が 0.9 以上）。この結果
から、実施された薬局サーベイラ
ンスは確定診断に基づくサーベイ
ランスに先行して、新型インフル
エンザ流行の指標を提示できたと
評価されている 13）。

一方、2009 年 9 月から、国立感
染症研究所による学校欠席者サー
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ベイランスが本格的に実施された 13）。
この学校欠席者サーベイランスは、
2009 年 7 月 24 日から厚生労働省
が実施したクラスターサーベイラ
ンスに伴っている。なお、クラス
ターサーベイランスとは集団感染
の発生件数を監視するものであり、
学校における新型インフルエンザ・
クラスターサーベイランスでは出
席停止（インフルエンザと確定した
患者・疑われる者）あるいは休校・
学年閉鎖・学級閉鎖等の臨時休業
の措置の状況がモニタリングされ
た（学校における新型インフルエン
ザ・クラスターサーベイランスは
2009 年 10 月 8 日付けで廃止され
た）。

学校欠席者サーベイランスでは、
全国全校の 19％を占める計 9,000
の小中高校を対象として（2010 年 2

月時点で 9 県にわたるもの）、発熱、
頭痛、急性呼吸器症状、下痢・腹痛、
嘔気・嘔吐、発疹、インフルエン

ザ様症状を伴う全生徒の欠席状況
のモニタリングがなされた（図表 8）。

2010 年 1 月 1 日 ～ 1 月 15 日 に

( )

( ) ( )
( ) ( )

2010 2 1

2009 9 (2 ) 9
9000 19

2007

2010 1 29 9 20

図表 8　学校欠席者サーベイランスにおける情報提供

出典：国立感染症研究所感染症情報センター
（参考文献 13）の研究事業に係る班会議資料より）

出席停止（インフルエンザ）

稼働中
一部で導入
調整中
検討中

図表 7　薬局サーベイランスにおける情報提供

出典：国立感染症研究所感染症情報センター12）
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学校欠席者サーベイランス参画者
へのアンケート調査が行われた。
学校関係者、教育委員会や地方自
治体の公衆衛生行政当局の担当者
など 2,218 人が回答し、臨時休校
の決定に役立った等の意見が寄せ
られた 13）。しかし、2009 年度の事
業報告書では、学校欠席者サーベ
イランスシステムには未だ課題が
あると指摘している（4─2 参照）13）。
学校欠席者サーベイランスシステ
ム本来の有効性や有用性について
は、今後、研究開発と実証試験を
重ねた上でさらに検証する必要が
あると考えられる。

3─3
インターネット検索

サーベイランス

近年、インターネット検索情報
を活用した季節性インフルエンザ
のサーベイランスが注目を集めて
いる。米国内での同疾患の流行を
早期に検知するシステムとして、
2008 年に米国のアイオワ大学等と
Yahoo! Research14）、および Google.
org と米国 CDC15）とがそれぞれ公
表した。前者では、2004 年 3 月～
2008 年 5 月の米国で実行された検
索クエリの履歴（クエリログ）を用
いて、「influenza」あるいは「flu」と
いう言葉を用いた検索件数が、確
定診断および肺炎や季節性インフ
ルエンザによる死亡者の情報と関
連が高いことが明らかにされた。
すなわち、インフルエンザ関連語
が検索される件数と、実際に季節
性インフルエンザの症状を示す患
者数の間に正の相関がある。この
成果に基づいて、後者はより包括
的かつ自動化したインターネット
検索サーベイランスシステムを提
唱し、2008 年 11 月 11 日（米国現
地時間、以下、同様に記す）に

「Google Flu Trends」を試験運用版

として公開した（日本では「インフ
ルトレンド」というサービス名で提
供）16）。従来から稼動している米国
CDC のインフルエンザサーベイラ
ンスネットワーク（U.S. Influenza 
Sentinel Providers Surveillance 
Network）では、情報の収集・解析
と結果の公開までに 1 ～ 2 週間か
かっていたが、上記 2 つのシステ
ムはそれより早く処理できると報
告されている。言い換えれば、イ
ンフルエンザ関連語の検索件数を
集計・解析することにより、確定
診断の前に季節性インフルエンザ
の流行を推測できることになる。

Google Flu Trends16）は、インフ
ルエンザ関連語の検索件数と季節
性インフルエンザの患者数との相
関を基にしている点で、アイオワ
大学等のインターネット検索サー
ベイランスシステムと同様である。
しかし、インターネット検索サー
ベイランスの対象となる検索語が
より多様であること（Ginsberg ら
によると、システムの開発当初で、
インフルエンザの合併症や治療薬
などに関連する 45 種類を設定）15）、
流行レベルを 5 段階に分けたこと、
および推測される流行レベルと患
者数を国別あるいは地域別マップ
と時間推移のグラフで表している
こと、が特徴として挙げられる。
特に流行レベルの決定法としては、
インフルエンザ関連語の検索件数
を集計・解析して得られた流行推
測データを、過去に実際に起きた
季節性インフルエンザの流行状況
データを基準に比較し、現在の推
測データが基準データから有意に
上回るか下回るかによって、流行
レ ベ ル を 5 段 階 で 示 し て い る。
Web 上のデータ更新は日単位であ
るが、ほぼリアルタイムで季節性
インフルエンザの流行状況を視覚
化して公開することが、Google 
Flu Trends のアウトプットであ
る。また Google Flu Trends では、
それぞれの公衆衛生管理機関から

公式に発表された、確定診断に基
づくサーベイランスのデータに
よって各国の推測データを検証し
ている。

Google.org は、個人情報の扱い
に関して「大量の Web 検索情報を
扱う上で、ユーザ情報の管理が重
要なのは言うまでもない。Google 
Flu Trends では医療記録などの個
人を特定する情報を解析に使用し
ていないため、ユーザのプライバ
シーは保護されている」と述べてい
る。

このシステムの有効性について
は、上記の米国 CDC によるインフ
ルエンザサーベイランスのデータ
との照らし合わせで明らかにされ
ている。Ginsberg らの報告による
と 16）、過去 5 年間（2003 年～ 2007
年）に米国 9 地域から週毎に報告さ
れたインフルエンザ様患者の割合
と Google Flu Trends で得られた
推測データとを比べたところ、2
者は強い正の相関を示した（相関係
数 0.80─0.96）。また 2007 年～ 2008
年の季節性インフルエンザ流行
シーズンにおいて、同じ 9 地域を
対象に Google Flu Trends による
サーベイランスを試行したところ、
米国 CDC のデータ公表より 1 ～ 2
週間早く、Google Flu Trends で流
行を把握することができたと報告
されている。さらにニュージーラ
ンドでは、2009 年の季節性インフ
ルエンザ流行のピーク時期につい
て、GP（general practitioner、総合
診療医、家庭医）からの報告と比べ
て Google Flu Trends が 1 週 間 早
く示したことが報告されている 17）。

2008 年 11 月の公開当初は、米国
の み を 対 象 と し た Google Flu 
Trends であったが、その後はメキ
シコ・ニュージーランド・オースト
ラリアなどが対象国となり、さらに
2009 年 10 月 8 日には日本や欧州各
国が追加され、2010 年 3 月現在で
計 20 カ国が対象になっている。
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4   	今後の展開への課題

　図表 1 および 6 に示したよう
に、症候群サーベイランスの情報
源および実施範囲は広い。国単位
あるいは国際レベルでの実施が可
能であり、また 3─1 で記した米国
での事例のように、一つの国でも
地域・州・都市の各レベルで実施
されているところもある。また図
表 4 に示したように、症候群サー
ベイランスの種類によって有用性・
有効性に差があることが報告され
ている。ここでは症候群サーベイ
ランスの全体像を捉え、我が国あ
るいは国際的なシステムの今後の
展開のために何が求められている
のかを明らかにする。

4─1
システム共通の課題

第 3 章に記したように、近年、
症候群サーベイランスは世界的に
展開されている。また、その種類
も多様化が進んでいる。しかし、
普及が進むにつれて、症候群サー
ベイランスシステムに対する種々
の課題も指摘されている。

米国国防総省の国際新興感染症
サーベイランス・対応システム

（DoD-GEIS）を 担 当 す る Chretien
らは、症候群サーベイランスシス
テムを構築する上で重要な 4 つの
事項、すなわち技術的、経済的、
行政的および倫理的・社会的・文
化的な考慮事項を挙げている 18）。
以下では、これらの事項に沿って
課題を抽出する。　　

技術的および経済的観点では、
患者の症状に関する情報をいかに
効率的かつ効果的に収集し、症候
群サーベイランスの運営を維持す
るかが鍵となる。情報の収集・解
析・還元に関する技術と経費上の

課題は、対象・実施場所・システ
ムによって様々であるが、特にソ
フトウェアに関して改善の余地が
ある。前述の Chretien らは、現行
の多くの症候群サーベイランスシ
ステムで採用されている商用ソフ
トウェアに換えて、オープンソー
スのソフトウェアを導入すること
で運用コストを低く抑えられると
提案している 18）。そのソフトウェ
アは様々な情報源に対応可能で、
かつ情報の収集・解析・還元作業
の自動化機能を有することが望ま
れる。すなわちユーザビリティの
高さが要求されるため、ソフトウェ
ア開発者と症候群サーベイランス
の実施者がオープンな環境で協調
し、ソフトウェアをつくる必要が
ある。

行政面では、国と地方自治体に
おける行政部局間での連携、さら
にはステークホルダーとの協業も
重要である。我が国を例に挙げれ
ば、国や都道府県の公衆衛生行政・
学校保健行政・労働衛生行政が関
与し、国立感染症研究所、検疫所、
地方衛生研究所、保健所、医療機関、
また各症候群サーベイランスの情
報源にかかわる組織が一丸となっ
て症候群サーベイランスの体制を
構築する必要がある。

また倫理的・社会的・文化的に
は、感染症対策における症候群サー
ベイランスについて国民的理解の
向上が必要である。この場合、特
に情報開示についての理解が肝要
である。症候群サーベイランスは
症状についての個人情報や医療情
報を基にするものであるが、それ
らの情報源を有する機関からは、
個人が特定される情報は持ち出さ
れない。症候群サーベイランスに
おけるプライバシーポリシーを
守ったうえで、実施責任者は国民
へのアカウンタビリティを果たす

義務がある。また、症候群サーベ
イランスのシステムを構築する際
には特定の方法・ツールに対する
過大・過小評価を避け、システム
の柔軟性を保つことに国民が協力
することも必要である。例えば
Google Flu Trend は世界的に認知
されつつあり感染症対策への期待
が高まっているが、我が国での本
格的導入には医療に対する国民の
意識というハードルがある。我が
国と諸外国とでは外来診療体制が
違うことなどを考慮すると、日本
人と他国の人々のインターネット
検索行動が同じであると限らない
のが理由である。症候群サーベイ
ランスはその実施場所や、社会的
影響により有用性・有効性が変わ
ることを念頭において、情報源を
選択しシステムを検証していくこ
とが必要である。以下では、我が
国におけるより具体的な課題を示
す。

4─2
我が国の課題

我が国においては国立感染症研
究所を中心として、いくつかの症
候群サーベイランスについてシス
テム開発が進められ、実証実験、
試験運用および実用化の段階に
入っている。それらサーベイラン
スの実施を通じて浮き彫りになっ
た課題は以下である。

技術面では、外来受診時サーベ
イランスと救急搬送サーベイラン
スにおいて、情報管理ソフトウェ
アへの対応に更なる検討が必要だ
と指摘されている（参考文献 13 の
研究事業に係る班会議資料より）。
現在の上記 2 つのサーベイランス
システムは、特定の電子カルテあ
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るいは救急車出動記録のソフト
ウェアを対象として開発されたも
のであり、医療機関や消防署によっ
て異なるソフトウェアには対応し
ていない。特に電子カルテについ
ては、医療機関毎、あるいは大学
病院内では診療科毎に異なるソフ
トウェアを使用している場合があ
り、それらの多様なソフトウェア
から必要な情報を抽出するための
技術開発が要求される。その際に
は、サーベイランスの実施主体で
ある国立感染症研究所と医療機関・
電子カルテベンダとの協業が必要
であろう。また、現在の学校欠席
者サーベイランスでは情報収集が
自動化されておらず、学校で逐次
情報を入力する必要がある。大日
らによると 13）、入力に要する時間
は現在のシステムで平均 7 ～ 8 分
と報告されており、今後さらに、
その操作軽減のための技術開発が
必要である。

これからの普及を考えると、実
用段階にある薬局サーベイランス
や学校欠席者サーベイランスを公
衆衛生行政に早期に組み込む方策
について、国や地方自治体が検討
するべきである。また、外来受診
時サーベイランスでは電子カルテ
そのものの普及が必須である。厚
生労働省が 3 年に 1 回実施する「医
療施設調査（静態調査）」では、2008
年時点で、医療機関全体として電
子カルテを導入している病院は
10.8％（948 施設）、診療所 13.1％

（12,939 施設）と報告されている。3
年前の同調査結果と比べると、病
院が 5.6％増加、診療所が 6.8％増
加しているものの 19）、症候群サー
ベイランスを本格的に運用できる
状態には遠い。政府に設置された
高度情報通信ネットワーク社会推
進戦略本部（IT 戦略本部）による

「IT 新改革戦略」では、医療の質の
向上と効率化のために電子カルテ
等の医療情報システムを普及させ
ることがうたわれている 20）。感染
症対策を通じて医療全体の質の向
上に貢献するためにも電子カルテ
の普及が望まれる。

一方、学校欠席者サーベイラン
スについては、今後の実証試験を
通じて有用性・有効性の検証を進
めることが期待される。学校など
の集団生活を営む場は感染の温床
となりやすく、同時に家庭や地域
に感染が拡大する引き金にもなり
うる。公衆衛生対策上、学校欠席
者サーベイランスの利用価値を測
ることは有意義であると考えられ
る。

4─3
国際的な課題

IHR2005 が推進する国際的な公
衆衛生対策において、症候群サー
ベイランスへの期待は高まってい
る。IHR2005 では、人為的あるい
は自然発生にかかわらず大規模感
染症への対策強化を要求している9）。

新興感染症対策を考えるうえで、
発生多発地域とみなされるアフリ
カ熱帯地域、アジアやラテンアメ
リカを対象に症候群サーベイラン
スを実施することが特に重要であ
る。それらの地域は全般的に公衆
衛生インフラ整備が進まず、臨床
研究や検査を担う実験施設が不足
しているのが現状である。したがっ
て、確定診断に基づくサーベイラ
ンスを実施することは体制的に困
難な場合が多く、そこへ症候群サー
ベイランスを導入すれば有効な感
染症対策となる。症候群サーベイ

ランスを導入する際は、低価格帯
のネットブック PC・携帯電話・ス
マートフォンなどを情報収集・処
理・伝達の手段として取り入れる
などして、サーベイランスシステ
ムの設置と維持コストを抑えるこ
とが必要である。一方、症候群サー
ベイランスを実施することによっ
て、既存の医療体制に支障をきた
すことがないよう配慮することも
重要である。少ない医療スタッフ
に過大な負荷をかけないように、
コミュニティベースの症候群サー
ベイランスプログラムを組むなど
して、公衆衛生の知識を備えたボ
ランティアの参画を募ることも考
慮すべきであろう。経済的負担が
より少なく、かつ人的資源を浪費
しない症候群サーベイランスシス
テムの検討は進んでおり、上記の
感染症多発地域においてマラリア、
食品由来感染症や性感染症を対象
とした試行例が蓄積されつつある21）。

上記地域を含め、国際的な症候
群サーベイランスを今後展開させ
るには、先進国における症候群サー
ベイランスのスキルや既存の国際
的症候群サーベイランスの成果を
より広く生かすことが必要である。
WHO や国際疾患サーベイランス
学会（ISDS）などを拠点とする専門
家ネットワークを強化し、技術的、
経済的、行政的および倫理的・社
会的・文化的な課題を克服するた
めの方策について意見や情報を交
換する場をもつことが望まれる。
我が国は、アジアの公衆衛生対策
全般を進展させるために、WHO
西太平洋地域事務局（WPRO）やア
ジア太平洋経済協力（APEC）など
との連携をさらに深め、上記のよ
うな意見・情報交換の場をより積
極的に設けるなどの行動に出る必
要がある。
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症候群サーベイランスは、これ
までの確定診断に基づくサーベイ
ランスよりも迅速性と柔軟性に優
れていることが特徴である。本来
の目的からして、迅速性に富むこ
とは言うまでもないが、疾患名に
固執しないため未知の感染症にも
対応可能な柔軟性をもつことは注
目に値する。また症候群サーベイ
ランスの実施様態は多様であるこ
とも見逃せない。患者の症状を捉
えるためには種々の情報源が選択
可能であり、それら情報源やそれ
を取り巻く社会環境に応じて症候
群サーベイランスの有用性・有効
性が変わる。加えて、症候群サー
ベイランスで期待されるアウトカ
ムも多様である。外来受診時サー

ベイランスは、電子カルテを媒介
として感染症とその他の疾患の情
報を結びつけ、医療全体の質を向
上させるのに役立つと考えられる。
また学校のような集団生活の場に
対する症候群サーベイランスを実
施することで、その場が属する地
域コミュニティでの公衆衛生に関
する知識・理解・管理能力が向上
するものと期待される。さらにイ
ンターネット検索サーベイランス
は、世界中のインターネット利用
者が国や国際レベルでの公衆衛生
状況の認識を高めることに貢献す
ると考えられる。総じて、症候群
サーベイランスは多様であるため、
特定の方法・ツールに固執するこ
となく、その目的、対象、実施規模・

場所や社会環境の変化に応じて情
報源を選択し、常に新たな情報源
も探索して適宜取り入れていく姿
勢が求められる。多種多様な情報
源を利用する際、利用価値の高い
ものを合理的に選択する必要があ
ることを考えると、情報源の柔軟
な選択とそれらの有用性・有効性
を早期に評価することが症候群
サーベイランスを進めるうえでの
2 つのポイントになることを強調
したい。

我が国においては国立感染症研
究所が症候群サーベイランスの実
施主体であるが、症候群サーベイ
ランスの多様性を考慮すると、シ
ステム開発の段階では関連する他
の研究所、民間団体・企業なども

5   	その他の重要な視点

科学技術動向研究センターにて作成

図表 9　我が国の感染症対策における症候群サーベイランスのあり方
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参画することが望ましい。また国
立感染症研究所自体は、症候群サー
ベイランスのとりまとめと情報解
析、総合的判断や流行拡大防止の
ための公衆衛生的対応を主導して
きたが、今後一層、その役割の強
化が求められる。

本稿では、ヒトを対象とした症
候群サーベイランスを論じたが、
新興感染症対策を考える場合、同
感染症の 60％以上は人獣共通感染
症という報告があることから 22）、
動物のモニタリング情報も今後視
野に入れる必要がある。渡り鳥、
節足動物、野生哺乳類や家畜など
における行動異常、疾患や大量死

に関する情報と照らし合わせつつ、
ヒトでの症候群サーベイランスを
進めるべきであろう。

図表 9 では、感染症対策全体に
おける症候群サーベイランスの位
置づけと今後のあり方についてま
とめたが、症候群サーベイランス
はごく初期の段階であることがみ
てとれる。将来的に、症候群サー
ベイランスにおける情報の収集・
解析・還元の作業自体は全自動化
が可能だと考えられているが、情
報を基に流行拡大を阻止するため
の具体的対策を講じる場面では、
人的な判断が必要になる。つまり、
症候群サーベイランスで得られる

データを適切に解釈・理解し、以
降の公衆衛生的対応に迅速につな
ぐことができる感染症専門家の養
成が必須である。
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